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はじめに
企業家活動やベンチャー企業を対象とする研究は，アントレプレナーシップ研究（以後，ENT研
究と表記）と呼ばれ，研究成果が近年増加している．だが，それらの研究は様々なテーマを扱って
おり，全体像をとらえることが困難であるとたびたび指摘される．本稿は，これまで行われてきた
ENT研究を Busenitz et al. （2003；2014）と Shildt et al. （2006）に依拠しながら紹介することを目的
とする．
1．アントレプレナーシップ研究の動向
Busenitz et al. （2003；2014）によると，これまでの ENT研究は次の 4つのドメイン（領域）に分
類可能である．第 1のドメインは，“ 個人および経営チーム（individuals and teams）” である．この
ドメインは，個人・経営チームの属性や特性に焦点を当てている．主な研究の関心は，企業家やスター
トアップ企業の経営チームはどのような属性や特性があるのか，である．第 2のドメインは，“組織
化の方法（mode of organizing）”である．このドメインは，企業家が発見した新しい事業機会を製品
やサービスの実現までつなげるには，どのような経営プラクティス，経営資源の獲得や配分，経営
システム・戦略・組織構造が必要になるのかを扱っている．このドメインは多様なテーマを含んで
いるため代表的なテーマを例にあげることが困難であるが，既存企業内で新規事業を起こすにはど
うすればよいのか（corporate entrepreneurship），ベンチャー企業の企業家的志向性はどのようなも
のなのか（entrepreneurial orientation），などのテーマがある．第 3のドメインは，“ 事業機会
（opportunity）” である．このドメインは，「提供するためにかかる費用を上回る価格で新しい製品や
サービスを市場に導入したり販売できる状況」を発見したり創造したりすることに注目する．言い
換えると，企業家や企業によるビジネスチャンスの発見や創造について扱っている．第 4のドメイ
ンは，“ 環境（environments）” である．このドメインは，「ある国や地域における起業率」や「起業
を促進・抑制する環境はどのようなものなのか（文化的要因・経済的要因・市場要因などで環境を
検討）」という点について分析している．このドメインは，これまでの 3つのドメインと異なり，分
析レベルが個人や企業ではなく，マクロレベルでの分析が用いられる．
これまでの ENT研究が，これらの 4つのドメインのうち，どの分野にカテゴライズされるのか，
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という点について示したものが，図 1である 1）．Busenitz et al. （2003）は 1985年から 1999年までの
期間にトップジャーナルに掲載された ENT研究の論文，Busenitz et al. （2014）は 2000年度から
2009年までの論文をそれぞれ 4つのドメインに分類している．これら 2つの報告は，同じ方法で分
類されているため比較が可能である．2つの期間の掲載数や割合を比較することによって，どのドメ
インの論文が掲載されているか，ひいてはどのドメインの研究が活発に行われているのかを推測す
ることができる．
1）　図において，太字の数字と％は，2000-2009年度に Academy of Management Journal. （AMJ）, Academy of Management 
Review（AMR）, Strategic Management Journal. （SMJ）, Journal. of Management（JOM）, Organization Science（OS）, 
Management Science（MS）, Administrative Science Quarterly（ASQ）に掲載された ENT研究の掲載本数と割合を示
している（n=216）．図において，丸括弧内の数字と％は，Busenitz et al. （2003）で報告された上記のジャーナルに掲
載された本数と割合を示している（n=94）．角括弧内の数字と％は，2000-2009年度に ENT研究の専門誌である
Entrepreneurship Theory and Practice（ETP）, Journal. of Business Venturing（JBV）に掲載された本数と割合を示して
いる（n=644）．
図 1：トップジャーナルにおけるアントレプレナーシップ研究の掲載領域
1985-1999 年と 2000-2009 年
出所：Busenitz et al. （2014）
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1985-1999年（丸括弧）と 2000-2009年（太字）におけるドメインの割合を比べてみると，組織化
の方法（mode of organizing）のドメイン以外はすべて割合が増加していることが見てとれる．その
中でも急増しているのが事業機会（opportunity）のドメインである（1％→ 12％）．事業機会に関す
るドメインは，Shane and Venkatraman（2000）の研究を契機に活発に行われるようになった．
Shane and Venkatraman（2000）によると，事業機会それ自体は独立して存在するものだけれども，
それを発見し活用できる人や企業は限定される．事業機会の発見や活用は誰にでも可能なわけでは
ない，ということである．事業機会の発見にはユニークな洞察力，視点，解釈力が必要になるだろ
うし，その活用には組織化に向けた活動が必要になるためである．事業機会をこのようにとらえる
ことにより，どのような起業家や企業がどのような事業機会を発見したり創造したりできるのか，
という複数のドメインにまたがるテーマを設定することが可能になる．この場合は，個人および経
営チームと事業機会が交わるドメインに該当する（図 1における E）．このように複数のドメインが
交差する領域（図 1における E，F，G，H）の研究を行うことにより，アントレプレナーシップと
いう現象をより深く理解することが可能になると考えられている（Busenitz et al., 2003）．
2．研究グループによるアントレプレナーシップ研究の検討
Shildt et al. （2006）は，2000年から 2004年に掲載された ENT研究の論文の共引用（co-citation）
を測定することにより研究グループを作成し，その構造を明らかにしている．その結果，25の研究
グループが抽出された．これら 25グループが探求するテーマを概観することにより，ENT研究で
どのようなテーマが関心を持たれているのかが分かる．以下では，引用数の多い順に 10つの研究グ
ループをみていくことにする．
①　企業家ネットワークと資源蓄積
1つ目のグループは，企業家のネットワークとそのネットワークが資源の獲得・蓄積に対する役割
を検討したものである．具体的には，企業家ネットワークの状態を分析しその構造が他のタイプの
ネットワークとどのように異なるのか，そしてそのネットワークが知識や他の資源を移転する際に
どのような役割を果たすのか，さまざまなネットワークがどのようにして互いに補完・代替しあっ
ているのか，社会的資本・関係的資本が新しいベンチャーの成功・失敗の決定に重要な意味をもつ
のか，などのテーマがある．
②　コーポレート・アントレプレナーシップ（CE）とコーポレート・ベンチャリング（CV）
2つ目のグループは，CEと CV 2）の特性やその結果（パフォーマンス）に焦点があてられている．
2）　Corporate Entrepreneurshipと Corporate Venturingの定義については，Sharma & Chrisman（1999）を参照．
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ほかには，どのような要因で既存企業が社内で企業家活動を行うのか，新規事業を行う際にベン
チャー企業と既存企業との違いは何か，CEは企業全体のパフォーマンスにどの程度寄与しているの
か，がテーマとしてあげられる．
③　企業家プロセスの概念化
3つ目のグループは，企業家活動のプロセス（事業機会の発見と活用：筆者注）や新しい企業を生
み出す創造的破壊に関するものである．このグループにおける大多数の研究は企業家について議論
しており，企業家の事業機会に対する感度（entrepreneurial alertness）について検討しながら，企
業家でない人とどのような違いがあるのかを分析している．
④　コーポレート・アントレプレナーシップによる価値創造
4つ目のグループでは，既存企業内で取り組まれる企業家活動によって，価値が創造されることに
焦点が当てられている．資源ベース理論（RBV）や知識ベース理論（KBV）を用いながら，コアコ
ンピタンスやダイナミックケイパビリティーの形成に寄与する企業家活動の役割について議論され
ている．また，企業が所有する有形資産と無形資産，それらの資産がどのようにして企業家活動を
通じた価値創造に影響を与えているのか，がテーマとして検討されている．資産により価値が創造
されるプロセスでは，企業の企業家的志向性（entrepreneurial orientation）が重要だとされる．
⑤　事業機会に対する感度，事業機会の創造，創造的破壊
5つ目のグループでは，企業家活動のプロセスの特性，とりわけ重要な事業機会を生み出す創造的
破壊のプロセスについて検討されている．ほかには，どのようにして事業機会を見出し，その機会
から得られる潜在的な成果を企業家は評価するのか，というテーマを扱っている．さらに，新事業
創造のための事業機会を発見・選択する企業家の感度の役割が強調されている．
⑥　起業家の心理特性
6つ目のグループは，企業家とそうでない人を区別する要因に関するものである．このグループの
研究は，心理学の理論を用いながら，なぜ特定の個人だけが企業家活動のプロセスに関するさまざ
まな段階を実行するのか，というテーマを研究しており，豊富な研究蓄積がある．
⑦　定性研究の方法
7つ目のグループは，理論を構築したりテストするために，ケーススタディーや他の定性的な研究
方法をどのように用いるべきかについて検討している．このグループの研究には，ENT研究を実際
には行ってないが，ENT研究に用いることができる方法論を探求した業績も含まれる．たとえば，
方法論についての論文である Eisenhardt（1989）は戦略論や組織論の研究者にも引用されている．
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⑧　ベンチャー企業の生存と成長
8つ目のグループは，ベンチャー企業が直面するリスクの特性・大きさ・源泉について焦点をあて
ている．ほかには，ベンチャー企業が発生・存続・成長するための生存戦略について検討されている．
⑨　企業家活動がもたらす社会的影響
9つ目のグループは，イノベーション，雇用創出，富の創造の見地からみたベンチャー企業の経済
的・社会的重要性を議論している．このグループの研究によると，業界にもよるが，ベンチャー企
業は社会的に大きな影響を与えることが明らかになっている．
⑩　ボーングローバル・ファーム
10個目のグループは，資源ベース理論（RBV）や知識ベース理論（KBV）を用いながら，ベンチャー
企業が国際化する際に影響を与える要因を検討している．ボーングローバル現象（ベンチャー・中
小企業が創業から 2, 3年の早期に国際事業を開始する現象）に影響を与える複数の要因について分
析が行われている．ほかには，創業早期に国際化した企業と時間が経過してから国際化した企業に
はどのような違いがあるかが，テーマとしてあげられる．
以上，25の研究グループのうち，引用数の多さでトップ 10のグループをみただけでも，ENT研
究の多様性が分かる．テーマ内容，用いられる理論，分析レベルなどが，それぞれの研究グループ
で異なるためである．
おわりに
本稿では，アントレプレナーシップ分野における先行研究を Busenitz et al. （2003；2014）と Shildt 
et al. （2006）に依拠しながら紹介した．Busenitz et al. （2003；2014）は 4つのドメインを設定するこ
とによって ENT研究を分類していた．一方，Shildt et al. （2006）は共引用を用いた研究グループの
作成によって ENT研究の流れを明らかにしようとしていた．このように異なる基準や分類方法を用
いながら先行研究を整理している文献を比較することによって，ENT研究に対する理解が深まると
考えられる．
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